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チャンネルも
ここから

能登半島地震の被災者救援、
大阪の防災強化を
能登では今なお１万人近くが避難所
に。万博よりも、能登救援と、災害に
強い大阪のまちづくりこそ必要です。

万博に税金をジャブジャブ使っている場合ではありません。
物価高から暮らしを守ることこそ大阪府の仕事です。

税金は
  万博より
暮らしに

原発ゼロ、住宅太陽光
パネルへ補助を

日本共産党の提案❸

地震国日本で原発はあまりに危険。気候危機打開には再エネ
普及が大事です。大阪府の住宅太陽光発電普及率は全国42
位、設置工事への補助も大阪府はありません（融資のみ）。

日本共産党の提案❷

大阪・関西万博、
カジノ誘致は中止

日本共産党の提案❶

石川たえ
大阪府会議員
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99.7
2022年１月

地震で倒壊した建物（「しんぶん赤旗」より）

大阪府・大阪市万博推進局「大阪・関西万博の機運醸成状況調査」より
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1250億円

1850億円

2350億円
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2021年 2022年 2023年 当初 2020年 現在

大阪・関西万博に「行きたい」
「できれば行きたい」の合計

会場建設費 運営費

809億円

1160億円

2020年 現在

万博「行きたい」が●減 万博費用は天井知らず



【大阪市】 【吹田市】

2023年度 2024年度

時給50円以上賃上げした中小企業へ
従業員1人5万円の補助金

女性従業員の賃上げに1人5万円の補助金
女性の正社員化に1人10万円の補助金

大阪府の補助は就学前まで。
しかも0歳でも受診1回500
円が必要です。

全国ですすむ給食無償化。大阪府は市町村まかせです。

今でも高すぎる国民健康保険料。2024年度はさらに大幅値
上げの危険が。維新府政が国保料を府内で一本化、市町村が
行ってきた財政補助がなくなるためです。

社員の奨学金返済を肩代わりする企業への
支援制度が始まっています。
ただ大阪府の制度は1社上限50万円1回
だけ。

賃上げが物価高に追いついていません。
政府も大阪府も、本気で賃上げにとりくむべきです。

無料にする市町村に都が経費の
半額を補助（24年度から）

東京都
全市町村に県が給食費分を
補助（24年10月から）

青森県

2023年度 2024年度

岩手県
奨学金本体への返済支援
社員１人あたり上限250万円まで

岩手県山形県

354,044円

386,186円

338,583円

386,186円

32,142円アップ
47,603円アップ

小中学校給食費を無料に
日本共産党の提案❽国保料（年間）　30代夫婦と子ども2人・年収300万円世帯の場合

政治が本気でとりくめば

できます！
給料アップ

18歳まで補助、就学前は無料

東京都

子どもの医療費は
１８歳まで無料に

日本共産党の提案❼

国保料の府内一本化は中止、
値下げを

日本共産党の提案❻

奨学金返済総額の
半分まで府が補助を

日本共産党の提案❺

府が中小企業・非正規労働者へ
賃上げ支援を
男女の賃金格差なくす

日本共産党の提案❹

大阪府は今こそ中小企業支援を

実質賃金（年額）の推移
全国より落ち込む大阪の賃金

2007年 2022年

大阪府 -474,877円
全国  -408,705円


